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DBJにおけるスポーツ分野の取り組み

●Bリーグ発足
（バスケットボール）

スタジアム・アリーナ改革

●Tリーグ発足
（卓球）

★FLAT
HACHINOHE出資

2020年東京五輪
開催決定

スポーツ庁設立

●スマート・ベニューシリーズ

●ｅスポーツ連盟
発足

スポーツコンテンツのビジネス成長

[国]スポーツ未来開拓会議 [国]スタジアム・アリーナ改革
ガイドブック公表

●5.5兆円
レポート
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ラグビーWC開催 東京五輪開催
ワールドマスターズ
ゲームズ関西開催

●ラグビーWC
レポート

●障害者スポーツ
レポート

●スポーツビジネス
イノベーション
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スマート・ベニュー案件のファイナンス実行・審査ノウハウ蓄積

5.5兆円
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スマート・ベニュー研究会 スポーツ産業経済規模
調査検討委員会

＞＞＞総論から具体論へ ＞＞＞＞＞
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スマート・ベニューシリーズ

スポーツ産業経済規模シリーズ

３スポーツコンテンツ評価シリーズ

ゴールデン・スポーツイヤーズ

●スマート・ベニュー
ハンドブック

●スポーツ価値
算定モデル調査

★愛知県新体育館
出資

★HADO開発出資
（DBJキャピタル㈱）
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スポーツ産業経済規模推計調査（スポーツサテライトアカウント）
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2015年5.5兆円
スポーツ市場規模
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スポーツGDP スポーツ市場規模（スポーツ生産額+スポーツ輸入額） 教育・公営競技を除くスポーツ市場規模(2015年当時の推計指標)
（単位：億円）

（約9.8兆円）
（約10.2兆円）

（約10.9兆円） （約11.2兆円） （約11.2兆円）
（約12.0兆円） （約12.3兆円）

（約9.1兆円）

（約7.1兆円） （約7.3兆円） （約7.6兆円） （約7.9兆円） （約8.0兆円） （約8.4兆円） （約8.7兆円）

＜成長戦略フォローアップ（令和2年7月17日閣議決定）※スポーツの一部を抜粋＞

2018年スポーツ産業経済規模推計結果（2020年度推計調査結果）

<出所>成長戦略ポータルサイトHP
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XSM FLAT八戸株式会社への出資について
－特定投資業務の活用により、八戸版「スマート･ベニュー®」推進をサポート－

<出所>株式会社日本政策投資銀行HP
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愛知県新体育館整備・運営等事業（BT+コンセッション）

<出所>株式会社日本政策投資銀行HP
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<出所>株式会社愛知国際アリーナから提供



現状の課題と第3期基本計画において期待すること

日本政策投資銀行ではこれまで、
① スタジアム・アリーナ等を核とした街づくりの提言
② わが国スポーツ産業の経済規模推計
③ スタジアム・アリーナ整備運営事案等スポーツ関連事業者へのファイナンス 等を実施してきた。

その中で見えてきた点としては、
① コロナ禍まではスポーツ産業は成長を続けていたこと
② スタジアム・アリーナ事業をはじめスポーツ産業の事業分野は、利益率が高くないことが多く、かつ、これまで実績のない

ビジネスが多いため、現状、金融機関が資金を付けるのが難しい可能性の産業であること
③ したがって、スポーツ産業の今後の当座の発展のためには、官民連携、官側による長期安定収益確保等のサポートが

必要であること
④ スポーツには経済的価値のみならず社会的価値もあることから、官民連携でサポートする意義はある 等と考える。

① ニューノーマルの時代においても、その後に来るであろう新たな平時の時代においても、スポーツが国民にとり、また、国の
政策にとり、生活の質向上、肉体的・精神的レジリエンス、コミュニティ維持の観点等から必要であること、を改めて第３期
基本計画（やその他の国の各種戦略資料）に記載継続をお願いしたい

② スポーツの成長産業化、プロスポーツビジネス、スタジアム・アリーナについても、日本の新たな産業として、そして上記①の
観点の必要性に貢献する事業として引き続き明記継続をお願いしたい

③ デジタル化などによりスポーツ産業の収益力向上を進めるべく、事例紹介等推進をお願いしたい
④ スポーツ産業が安定成長に乗るまで、また、今回のコロナ禍のような緊急事態においては、国や自治体がスポーツ事業者

をサポートするようなセーフティーネットの役割を果たすことの記載をお願いしたい

現状の課題

第3期基本計画において期待すること
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お問い合わせ先

ご質問、ご相談等がございましたら、下記連絡先までお問い合わせください。

連絡先
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